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 令４香南市監査委員告示第１号 

 

 令和３年 12月 24 日付け 03香南監委発第 30 号、令３香南市監査委員告示第 11 号により

公表した定期監査結果報告書に基づき、措置を講じた旨の通知が香南市長及び香南市教育

長からあったので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 199 条第 14 項及び香南市監査

基準第 17条の規定により、当該通知に係る事項を公表します。 

 

令和４年１月 25 日 

 

 

香南市監査委員  岩本  淳  

    同     有岡 正博  

同     馴田 文雄  
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令和３年度の定期監査（契約・指定管理者関係）の結果に基づき、講じた措置の状況

は下記のとおりです。 

※原文の内容を変更しない程度に、一部校正しています。 

 

記 

 

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容 

１（１）契約内容について 

ア 中央公民館サンホール舞台照明調光操作卓改修工事 ＜生涯学習課＞ 

契約の保証については、当該工事の契約書

第４条第１項に「受注者は、契約の締結と同

時に保証を付さなければならない」とあるが、

契約日より約１ヶ月後の工期期間初日に納付

書を発行し、後日、受注者から納付されてい

ることが確認された。 

契約保証金は、地方自治法施行令第 167 条

の 16 で、「普通地方公共団体は、当該普通地

方公共団体と契約を締結する者をして、規則

で定める率又は額の契約保証金を納めさせな

ければならない。」と規定されており、地方自

治法第 234 条の２第２項では、「契約の相手方

が契約上の義務を履行しないときは、その契

約保証金は、当該普通公共団体に帰属するも

のとする。」とされている。 

これは、契約の相手方に義務の履行を促進

することを目的としており、契約事項の中で

も重要なものである。 

しかしながら、今回の契約保証金について

の事務処理においては、契約書の内容とは異

なった不適切な履行となっている。今後は、

契約書の内容を遵守し、関係法令に則った適

正な契約事務を行われたい。 

 契約保証金の事務処理につきまして

は、契約保証金についての理解不足によ

り契約書の内容と異なった不適切な履行

となったものです。今後は、契約書の内

容の遵守と関係法令に則った適正な契約

事務に努めてまいります。 

 

 

 

 

イ 香我美オレンジテニス場投光器修繕工事 ＜生涯学習課＞ 

 当該工事の契約書においては、民法等法律 

の改正が令和２年度から施行され、遅延利息 

契約書及び検査調書等の書類の間違い 

につきましては、契約管理システムを使
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の率や損害金利率の改正等がされているにも 

かかわらず、契約書は改正後の内容となって 

いないことが確認された。 

また設計書や工事写真など複数の書類にお

いて、工事場所等の記載誤りが確認された。 

そして、契約伺いの回議書に香南市事務決

裁規程で必要とされている住宅管財課長及び

企画財政課長の決裁がなく、不適切な事務処

理となっている。 

契約管理システムを使用していれば、契約

書及び検査調書等は、改正後の正しい内容で

作成ができたはずであり、添付書類の明らか

な誤りや決裁抜かりについては回議書の決裁

をする段階で、課内で指摘ができたのではな

いかと考える。 

今後は、契約管理システムを使用するとと

もに法令を確認し、課内のチェック体制の強

化を図り、内容を精査した適正な事務処理に

努められたい。 

用していれば発生することがなかったこ

とであることから、令和 3 年 10 月の監査

講評の後、契約管理システムの使用につ

いて課内への徹底を行いました。 

また、設計書や工事写真等の書類の記

載誤り及び香南市事務決裁規程で必要と

されている回議書への決裁抜かりにつき

ましても、担当職員による確認と決裁時

における課内での確認の徹底について、

職員に周知いたしました。 

（ウ）上水道配水管敷設用地賃借料 ＜上下水道課＞ 

当該契約は、平成 29年に個人と土地賃貸借

契約を締結し、毎年定額の賃借料を支払って

いるものであるが、契約書に記載されている

事項において、賃貸借期間や言葉の誤りが複

数確認された。 

そして、契約の相手方が土地登記事項の全

部事項証明書に記載されている所有者と異な

っているが、契約書には相続人代表として１

名の住所氏名の記載と押印があるのみで、相

続人であるかどうか確認できる書類が、契約

伺いの回議書に添付されていない。 

また、この全部事項証明書は、契約時のも

のではなく、令和３年発行のものであるため、

契約を結ぶ際の確認書類として使用したもの

とは言えず、何をもって相続の確認をし、契

約を行ったのか不明である。 

今後、契約事務における必要書類の作

成については、正しい内容の契約書を作

成するとともに、契約者として適切であ

るかを明確にする書類を添付するなど、

適正な契約事務を行ってまいります。 
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今後は、相続人と契約を締結する際には、

相続人である事が確認できる書類を添付し、

契約者として適切であるかを明確にするとと

もに正しい内容の契約書を作成し、適正な契

約事務を行われたい。 

３  総  括 

令和２年度から改正民法等の施行に伴い、各

種契約書標準書式が改正されており、同様に香

南市財務規則も検査調書に関する条項と様式番

号が改正されている。 

しかしながら、今回の監査において、契約書

及び検査調書が改正前の書式で作成されている

事例が散見された。 

契約の主管課である住宅管財課は、改正内容 

について職員に周知をするとともに、契約管理

システムの説明会や契約に関しての研修会を行

い、職員への指導を行っているが、今回の監査

の結果を見ると、全職員に周知されているとは

言いがたい。 

  そして契約に関する文書の保存年限は、香南

市文書管理保存規程により 10 年とされている

が、過去の定期監査でも複数年にわたり指摘を

行ったにもかかわらず、いまだ３年保存・５年

保存となっている文書が見受けられた。 

中には、契約期間より短い保存年限の契約伺

い回議書も存在し、保存年限終了後に文書が破

棄された場合には、書類の確認が困難になるこ

とから、契約内容と保存年限の整合性を図り、

情報公開制度も踏まえた適正な事務処理に努め

られたい。 

全体として、契約管理システムを使用せず、

以前に作成した書類のデータを一部分のみ修正

し、法令等の確認をすることなく、そのまま契

約書や検査調書等の書類を作成していると推測

されるケースが数多く見受けられた。 

 

＜総務課＞ 

令和４年１月１１日（火）インフォメ

ーションにて、契約に関する文書の保存

年限及び回議書の適切な決裁区分での処

理について、職員向けに周知を行いまし

た。 

また、令和４年２月開催の庁議におい

て、同内容を管理職にも改めて周知する

予定です。 

今後も引き続き、インフォメーション

や研修などを通じ、適正な事務処理が行

われるように職員への周知を行います。 

 

＜住宅管財課＞ 

令和２年度の新契約管理システム導入

時に操作説明及び契約事務について研修

会を実施し、年度末にはシステムへの入

力の徹底や支払遅延に対する遅延利息の

率の改正について、インフォメーション

で周知も行っています。令和３年度は会

計課が実施する会計事務ハンドブック説

明会における契約事務研修にて、契約管

理システムへの入力について注意喚起を

行ってきました。 

また、住宅管財課を経由する回議文書

については、システムから出力されてい

ないと見受けられるものについて個別に

改善を促しています。 

 契約書式の改正等の周知が徹底されて

いないというご指摘を受けましたので、
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契約書に関しては、損害金利率や遅延利息率

の誤りは、該当事案が発生した際には、大きな

トラブルになることも考えられることから、契

約管理システムを使用し、契約内容に留意して

適正に作成されたい。 

職員は、法令遵守の意識を持ち、研修会に参 

加するなど自己研鑽に努めるとともに主管課か

らの事務連絡に注意を払い、根拠法令に基づく

適正な契約事務に努められたい。 

また、契約の主管課である住宅管財課と文書

管理の主管課である総務課は、引き続き周知徹

底を行い、研修会を開催するなど、より一層の

職員の意識向上と事務改善に努めることを望む

ものである。 

今後は、新規採用職員等の研修会に合わ

せた契約管理システムの操作説明会の定

期的な開催に努めるとともに、引き続き

庁議・グループウェアにおいて、改正内

容の周知及びシステムの使用を促しま

す。 

 


